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滋賀県森林審議会 
 

森林審議会では、滋賀県知事より「琵琶湖森林づくり基本計画（第２期）の中間見直し

について」の諮問を令和６年９月に受け、３回の審議を経て素案について議論してきた。 

これまで滋賀県の森林づくりは、平成 17 年度に施行された琵琶湖森林づくり基本計画

（以下「基本計画」という。）および令和３年度に施行された基本計画（第２期）に基づ

き、社会経済情勢の変化に柔軟に対応しつつ推進されてきたところである。 

また、令和５年３月に「滋賀県県産材の利用の促進に関する条例」 が施行されたこと

を受け、令和５年 11 月に基本計画（第２期）を改定し、主伐・再造林の促進、県産材の

安定供給、民間非住宅分野等での県産材の活用、木育の推進などの当該条例に対応する施

策を盛り込んだところである。 

今回検討している基本計画（第２期）中間見直しでは、前回改定後に顕在化してきた、

公的管理を進める新たな枠組みの検討、企業との共創、ICT 等を活用した効率化・省力化

などの新たな課題とその解決に向けた施策が盛り込まれており、それらを今後、いかに実

効性を保ちながら効果的に取り組んでいくかが、重要な課題である。 

また、琵琶湖森林づくり県民税（以下「県民税」という。）を財源とする環境重視と県

民協働の施策は、着実な効果を上げつつあるが、今後の県民税の使途のあり方は、森林環

境譲与税とともに、基本計画（第２期）の実効性の確保を図るうえで、重要な関わりがあ

る。 

そのような課題認識を踏まえ、今回の審議会の中で、基本計画（第２期）の中間見直し

と併せて、県民税の使途の基本的な考え方についても議論を行い、当審議会として以下の

とおり意見を付することとした。 

なお、県民税の根本的な議論については、森林審議会以外の場で行うことが適切である

と考える。 

 

１ 県民税を活用した事業については、当審議会で毎年点検・評価を行い、全体として着

実な成果を上げつつあるものと判断しており、今後も継続して取り組んでいくことが

必要と考える。 

２ 森林・林業を取り巻く社会経済情勢の変化に対応するため、現行税制度の考え方を基

本としながら、県民税の使途を見直すことについては、必要と考える。 

３ 県民税事業の見直しにあたっては、当初に県民税を導入した哲学を踏まえることが

基本であり、事業の必要性や効果性、公益性が説明できることが不可欠であり、単に財

源不足を理由に県民税を充当する事業を拡充すべきではないと考える。 

４ 基本計画の諸施策の推進・進捗を図るために事業を拡大する際には、県民税事業の趣

旨に合致したものとするとともに、県民税事業全体の規模とバランスを考慮するなど

取り扱いに注意したうえで、引き続き取り組んでいくことは妥当と考える。 

５ 上記の項目のほか、県民税の使途について、これまで行われてきた議論を踏まえて、
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下記の点についてもご留意いただきたい。 

・県民税事業は、環境重視と県民協働の視点から新たに取り組むものであり、従来事業

と明確に区分することが重要である。 

・県民税事業と森林環境譲与税を活用した事業の使途については、「琵琶湖森林づくり

県民税および森林環境譲与税の使途に関する基本方針（平成 31 年４月１日）」のとお

り、適切な役割分担のもと使い分けていくことが適当である。 

・県民税事業を活用した取組を進めるにあたっては、収益に直接関わる部分への助成

などは避けるべきである。 

・公的に管理された森林にはそれぞれの目的があり、管理するための税がすでに投入

されていることから、その整備等に県民税を充当することは望ましくない。ただし、

奥地などの条件不利によって、採算が取れないことを理由に施業を行わない森林に

ついては、この限りではない。 

・造林公社が管理する森林は、分収林契約による林業経営を目的としていることから、

県民税事業の対象にはなじまない。ただし、奥地などの条件不利によって、採算が取

れないことを理由に施業を行わない分収林については、この限りではない。 


